
 1 

（参考様式）別添３－１．供給可能な地域の図示（①現在、②中核充てん所） 

市区町村名等が記載された白地図等に、充填所の位置を◎印しで記入、①の地域を色分けして示し、

体制整備により②の地域が新たに発生する場合は、異なる色で示して下さい。 

なお、県内市町村等の行政区域の一部のみ供給可能である場合、又供給地域が隣接する県に及ぶ場

合は、地図上で線引き表示した上、供給可能地域内と地域外が分かる資料等を添付して下さい。 

 

 
 

 

（参考様式）別添５－１．工程表例 

※１ 事業開始は原則、交付決定日以降となります。 

※２ 業務方法書第１３条第２項に定めるとおり、工程表においても平成２６年２月１５日までに

事業が完了していること。 
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（参考様式）別添６－１． 見積合計書  

見 積 合 計 書 例 

申請者 株式会社ニチダン 
整備事業所 株式会社ニチダン ○○充てん所 

項目 品 名 仕 様 数 量 単 位 単   価 金   額 

 株式会社ニチダン○○充てん所     

 災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業    

      

１ 設計費（小計） １ 式  000,000 

①  充てん所関係 1 式  000,000 

②  自動車用充てん関係 1 式  0 

③  ＬＰＧ自動車関係 1 式  － 

④  自家発電設備関係 1 式  00,000 

⑤  通信設備関係 1 式  0 

      

２ 設備費（小計） １ 式  00,000,000 

①  充てん所関係 1 式  0,000,000 

②  自動車用充てん関係 1 式  0 

③  ＬＰＧ自動車関係 １ 式  0,000,000 

④  自家発電設備関係 １ 式  00,000,000 

⑤  通信設備関係 １ 式  0,000,000 

      

３ 工事費（小計） 1 式  0,000,000 

①  充てん所関係 1 式  000,000 

②  自動車用充てん関係 １ 式  000,000 

③  ＬＰＧ自動車関係 1 式  － 

④  自家発電設備関係 1 式  0,000,000 

⑤  通信設備関係 1 式  000,000 

      

４ 稼働確認費（小計） 1 式  000,000 

①  充てん所関係 1 式  000,000 

②  自動車用充てん関係 1 式  0 

③  ＬＰＧ自動車関係 1 式  － 

④  自家発電設備関係 1 式  000,000 

⑤  通信設備関係 1 式  0 

      

 合  計    00,000,000 

      

 消 費 税   5％    0,000,000 

      

 総 合 計    00,000,000 

注１：上記見積を提出させるために作成した見積依頼書を併せて提出。 

注２：上記項目１～の内訳詳細（形式・能力、数量、単位、単価）を別紙として添付。 

 

 

 

 

調達予定の各業者から取得した見積書

の金額を、その内容別に①～⑤の様に 

仕訳した上で、１～４の項目毎に集計

し、総合計金額を記入、作成し、「見積

合計書」として提出して下さい。 

尚、ＬＰＧ自動車関係につきましては、

本体、付属品の他、改造費、消費税を 

除く諸費用（法定費用を含む）までを 

全額「設備費」として記載して下さい。 

各項目明細、小計、合計までは「税別」

の金額を記載し、消費税は合計の後に 

一括掲載して下さい。 

したがって調達予定先各業者から取得

する見積書も、１～４の項目ごとにま

とめてもらい、消費税は一括計算、記

載する形態をとってもらって下さい。 

 

各業者見積書金額＝合計見積書各項目 

の金額＝補助金交付申請書に記載され 

ている各項目の金額になっていること 

を、日団協で書類確認致します。 
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（参考様式）別添６－１． 見積書  

御 見 積 書（写し）例 

株式会社ニチダン      御中        平成２５年○月○○日 

総 価 格   ￥00,000,000－ 

御支払条件  別途協議 

御受渡場所  株式会社ニチダン○○充てん所内 

備    考                            

◎御見積書有効期間本書日附後９０日限りですから期限後御註文の際には一応御照会ください 

項目 品 名 仕 様 数 量 単 位 単   価 金   額 

 自家発電機及び当該設備設置工事     

      

      

１ 設計費 １ 式  000,000 

      

      

      

２ 設備費 １ 式  00,000,000 

      

      

      

３ 工事費     

 ３-１．設置工事 １ 式  000,000 

 ３-２．電気工事 １ 式  0,000,000 

 ３-３．土木工事 １ 式  0,000,000 

      

      

      

４ 稼働確認費 １ 式  000,000 

      

      

      

      

      

 合  計    00,000,000 

      

 消 費 税   5％    0,000,000 

      

 総 合 計    00,000,000 

注１：上記見積を提出させるために作成した見積依頼書を併せて提出してください。 

注２：上記項目１～４の内訳詳細（形式・能力、数量、単位、単価）を別紙として添付してください。 

 

 

 

 

 

（工事を行う予定の工事会社） 

○○プラント株式会社 

代表取締役社長 ○○○○  社印  

（住所）〒     

（TEL） 

社

印 

見積 No 25-1-011-0 

補助対象外の工事等がある場合は、１～４

の項目ごとに、明確に補助対象のものと分

離して記載してください。 

見積書の宛先が、補助対象設備

を直接購入する事業者名である

ことを確認して下さい。 
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（参考様式）別添６－１． 見積書 

御 見 積 書 例 
株式会社ニチダン      御中             平成２５年○月○○日 

   
（工事を行う予定の工事会社） 

総 価 格   ￥ XX,XXX,XXX－ 
 

○○プラント株式会社 

   
代表取締役社長 ○○○○ 

   
〒 

御支払条件  別途協議 
 

（住所） 

御受渡場所  株式会社ニチダン○○充填所内 
 

（TEL） 

備 考 
 

（FAX） 

◎御見積書有効期間本書日附後９０日限りですから期限後御註文の際には一応御照会ください 

       
項目 品名 仕様 数量 単位 単価(円) 金額(円) 

  自家発電機及び当該設備設置工事         

              

1 設計費         

  書類等作成費 延べ時間   時間     

  図面等作成費     枚     

  官公庁申請書作成費 延べ時間   時間     

  電力会社申請書作成費 延べ時間   時間     

  完成検査立会費 延べ時間   時間     

  設計費中計         

              

2 設備費         

   ○○社製ＬＰガスエンジン発電機 ○○kvA   台     

   発電機基礎     基     

   プルボックス ○○×○○×○○ 亜鉛ドブメッキ         

   電線管 G○○   ｍ     

   電線管 G○○   ｍ     

   ケーブル ○○○○   ｍ     

   ケーブル ○○○○   ｍ     

   ケーブル ○○○○   ｍ     

   ケーブル ○○○○   ｍ     

   スコットトランス内蔵切替盤     面     

   切替盤基礎     基     

   ハンドホール ○○×○○×○○     基     

   ブレーカー     面     

   ○○型消火器     本     

   雑材及び消耗品     式     

   梱包搬送費     式     

  設備費中計         

              

3 工事費           

  ①労務費           

   機器据付設置工事 人工   人日     

   基礎工事費 人工   人日     

   電気機器設置 人工   人日     

   電線管配管工事 人工   人日     

   電線敷設・結線工事 人工   人日     

   現場・安全管理費 人工   人日     

代
表
取
締

役
印

鑑 
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項目 品名 仕様 数量 単位 単価(円) 金額(円) 

   移動・交通・宿泊費 ○人   日     

  小    計         

              

  ②直接費           

   設置重機費     日     

   オペレーター費     日     

  小    計         

              

  ③土木工事費           

   コンクリートカッター入れ     ｍ     

   コンクリート斫り     ㎡     

   殻処分費     ㎥     

   砂利入れ込み     ㎥     

   コンクリート打設     ㎥     

   仮枠     人工     

   土間補修     人工     

  小    計         

              

  ④試験調整費           

   試運転調整費     式     

   接地抵抗・絶縁抵抗・シーケンス試験     式     

  小    計         

  工事費中計         

              

  合   計       XX,XXX,XXX 

              

  消 費 税         

              

  総 合 計       XX,XXX,XXX 

 

自家発電設備、ＬＰガス自動車、自動車用ディスペンサー、非常用通信設備など、補助事業

の分類ごとに見積もりを例示した形式に沿い、設計費、設備費、工事費、システム稼働確認費

に分類したもので受領し、写しを添付するとともに、それぞれの合計額を、相違なく石油ガス

安定供給体制整備事業補助金交付申請書の７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助

金交付申請額の欄に、税抜金額で記入してください。 

尚、上記『御見積書例』は、あくまでもサンプルパターンであり、申請者が実際に受領し、

添付する入札参加業者からの見積り項目を、例示の見積り品名に合致させる必要はありません

が、下記事項に十分に留意願います。 

 

※工事内訳は、極力一式を避け、人工、個、㎥、㎡、ｍ等の具体的単価に数量を掛けたものとしてく

ださい。 

※人工等については、事業終了後、作業日報を裏付けとして添付してください。 
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参考様式 別添 ６－２ 見積依頼書   

                                 平成２５年○月○日 

○○プラント 株式会社 御中                             

株式会社 ニチダン 

                             ○○支店○○○部 

見積依頼書（例） 
1. 名  称  ○○充てん所 ＬＰガス非常用自家発電機 

              同設置工事 

＊ＬＰガス非常用発電機は、当該充てん所への電力供給が停止された時にも、

充てん関係設備を稼働させるに足る発電能力を有するものとする。 

2. 施行場所  ○○県○○市○○区○町○丁目○－○他 

 

3. 工事期間  着工予定   平成２４年  ○月上旬 

竣工予定   平成２４年 △月下旬 

 

4. 工事範囲  設計図及び特記仕様書並びに本説明に準じ、当社の指示する範囲とする。 

 

5. 見積様式  別途指示する見積事項に従うものとする。 

 

6. 提出期限 （1）日 時 平成 24年○月○日 12：00まで※見積書の日付を合わせる為 

（※ 郵送の場合「親展」として指定時間厳守のこと） 

（2）提出先 株式会社ニチダン ○○支店 支店長○○○○宛 親展 1部 

 

7. 業者決定  見積書と内訳明細の両面及び工程表より検討の上査定し、社内事務手順に基

づき最も適切な見積提出者を請負業者とする。 

 

8. 保険関係  労災保険及び、その他の保険（工事保険等）は請負業者負担とする。 

 

9. 請負契約書 「民間工事請負契約約款」による。尚、契約印紙代金は、○○負担する。 

 

10. 検収条件  （1）当社担当者及び設計監理者の立会のもとで行う完成検査に合格し、残材

処理・後始末を完了させること。 

（2）関係官庁の検査済証を当社に提出すること。 

以上をもって検収とする。 

 

11. 工事保証  本工事の請負業者は本体並びに付帯設備に関し、完成引渡し後○年間の保証

をし、アフターサービスを行うものとする。 

 

12. 提出書類  ①承認図、②工程表、③工程打合せ議事録、工程写真、④施工図、⑤完成図 

  （落札後）  面及び関係書類、⑥完成写真、⑦申請許可書、⑧その他当社の指定するもの 

 

13.  特記事項 

・一括出精値引はせずに、値引をする場合には各項目ごとに処理すること。 

・見積項目は①設計費、②設備費、③工事費、④システム稼働確認費、の経費に分類し、分類

ごとに小計欄を設けること。 

・単体で５０万円以上の機器を除き、一式で５０万円以上の場合は、見積項目の内訳毎に分解

して記載し、５０万円以上の項目を一欄で表示しないこと。 

・消費税抜きの見積もりとして、総額に対しての消費税を一括計上すること。 

 

見積依頼先ごとに作成したものを見積書に添付して下さい。 

対象となる設備を直接 

購入し所有する事業者名 

「材工」同時の依頼である場合、 

それが分かる様な名称にする。 
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（参考様式）８-（１） 電灯・動力 負荷機器リスト 
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W

災
害

時
動

力
所

要
総

出
力

k
W

◎
印

計
k
W

△
印

に
つ

い
て

は
、

災
害

時
稼

働
分

の
み

を
算

入

電
灯

・
動

力
総

出
力

k
W

k
W

災
害

時
所

要
総

出
力

k
W

◎
印

計
k
W

△
印

に
つ

い
て

は
、

災
害

時
稼

働
分

の
み

を
算

入

＊
負

荷
計

算
書

と
後

掲
の

発
電

機
容

量
の

計
算

書
は

、
申

請
書

に
添

付
い

た
だ

く
書

類
の

サ
ン

プ
ル

パ
タ

ー
ン

で
す

。
　

詳
細

に
つ

き
ま

し
て

は
、

発
電

機
の

見
積

も
り

依
頼

等
を

さ
れ

る
業

者
の

ご
担

当
者

等
に

ご
相

談
の

う
え

、
掲

載
書

式
に

こ
だ

わ
る

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

の
で

、
①

電
力

使
用

機
器

　
リ

ス
ト

、
②

非
常

発
電

ラ
イ

ン
必

要
機

器
選

定
（

最
低

必
要

機
器

、
単

独
o
r
同

時
運

転
、

優
先

付
）

③
発

電
機

容
量

計
算

書
、

の
内

容
を

含
め

た
書

類
を

添
付

願
い

ま
す

。

ガ
ス

圧
縮

機
と

充
填

機
用

液
送

ポ
ン

プ
と

の
同

時
運

転
を

し
な

い
場

合
有

り

負
荷

機
器

合
計

動
力

負
荷

機
器

設
置

・
更

新
年

月
出

力
(
k
W
)

合
計

出
力

(
k
W
)

災
害

時
所

要
出

力
(
k
W
)

電
灯

負
荷

機
器

設
置

・
更

新
年

月
出

力
(
k
W
)

合
計

出
力

(
k
W
)

災
害

時
所

要
出

力
(
k
W
)
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（参考様式）８-（１） 発電機容量算定基礎 （１／２） 

 

 発
電

機
容

量
の

選
定

負
荷

リ
ス

ト
容

量
[
k
W
]

始
動

方
式

効
率

力
率

始
動

時
係

数
始

動
方

式
係

数
入

力
[
k
W
]

入
力

[
k
V
A
]

始
動

時
[
k
V
A
]

始
動

時
[
k
W
]

P
[
η

L
]

[
P
F
L
]

[
β

]
[
C
]

P
1
=
P
/
η

L
P
2
=
P
1
/
P
F
L

P
3
=
P
*
β

*
C

P
4
=
P
3
*
P
F
S

＊
同

時
に

起
動

す
る

機
器

が
あ

る
場

合
は

、
P
1
・

P
3
・

P
4
は

、
そ

れ
ら

の
合

計
と

す
る

Σ
P
1

Σ
P
2

P
M

P
4

●
運

転
時

容
量

　
P
G
1
：

定
格

運
転

状
態

に
お

い
て

、
負

荷
設

備
に

給
電

す
る

に
必

要
な

発
電

機
容

量
　

P
G
1
＝

負
荷

リ
ス

ト
の

Σ
P
2
)
×

負
荷

率
：

α
　

 
 
 
 
 

●
始

動
時

容
量

　
P
G
2
：

負
荷

の
内

で
最

も
大

き
い

始
動

時
k
V
A
を

有
す

る
発

電
機

(
郡

)
を

始
動

す
る

時
の

許
容

電
圧

降
下

を
考

慮
し

た
発

電
機

容
量

　
P
G
2
＝

負
荷

リ
ス

ト
の

(
P
M
)
×

X
d
'
×

{
(
1
.
0
-
Δ

V
)
÷

Δ
V
}

●
始

動
時

過
負

荷
容

量
　

P
G
3
：

負
荷

の
内

で
(
p
4
-
P
1
)
の

値
が

最
大

と
な

る
発

電
機

(
郡

)
を

最
後

に
始

動
す

る
時

の
発

電
機

容
量

{
(
Σ

P
1
)
-
P
1
'
}
+
p
4
'

Ｋ
×

Ｐ
Ｆ

Ｇ
こ

こ
で

P
1
'
:
(
P
4
-
P
1
)
が

、
最

大
と

な
る

電
動

機
(
郡

)
の

入
力

k
W

こ
こ

で
P
4
'
:
(
P
4
-
P
2
)
が

、
最

大
と

な
る

電
動

機
(
郡

)
の

始
動

時
k
W

●
必

要
発

電
機

容
量

：
P
1
、

P
2
、

P
3
の

最
大

値
か

ら
k
V
A
以

上

最
大

始
動

[
k
W
]

P
G
3
＝

照
明

類
、

制
御

盤
等

電
灯

負
荷

入
力

合
計

[
k
W
]

入
力

合
計

[
k
V
A
]

最
大

始
動

[
k
V
A
]

エ
ア

コ
ン

プ
レ

ッ
サ

ー
充

填
機

用
チ

ェ
ー

ン
コ

ン
ベ

ア
回

転
充

填
機

灯
油

用
計

量
器

空
調

機

負
荷

の
種

類
P
4
-
P
1

ガ
ス

圧
縮

機
充

填
機

用
液

送
ポ

ン
プ

オ
ー

ト
ガ

ス
用

液
送

ポ
ン

プ
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（参考様式）８-（１） 発電機容量算定基礎 （２／２） 

 

 ●
始

動
時

の
発

電
機

エ
ン

ジ
ン
出

力
の

確
認

Ｐ
Ｇ

×
Ｐ

Ｆ
Ｇ

η
Ｇ

×
0
.
7
3
6

●
求

め
ら

れ
た

発
電

機
容

量
は

k
V
A
以

上
、

エ
ン

ジ
ン

出
力

は
P
S

●
計

算
に

必
要

な
係

数
　

Ｃ
：

始
動

方
式

に
よ

る
係

数
　

Ｐ
Ｆ

Ｓ
：

発
電

機
始

動
力

率
効

率
力

率
①

直
入

れ
:
1
.
0
0

0
.
3
～

0
.
4
 
 
 
 
(
標

準
:
0
.
4
0
)

(
η

Ｌ
)

(
P
F
L
)

②
ス

タ
ー

デ
ル

タ
始

動
:
0
.
6
7

0
.
2
0

0
.
7
4
5

0
.
7
2
0

③
コ

ン
ド

ル
フ

ァ
始

動
:
0
.
4
2

　
Ｐ

Ｆ
Ｃ

：
発

電
機

の
定

格
力

率
0
.
4
0

0
.
7
4
5

0
.
7
2
0

④
ト

ラ
デ

シ
ョ

ン
始

動
:
0
.
3
3

0
.
7
0
～

0
.
8
5
 
 
 
 
(
標

準
:
0
.
8
0
)

0
.
7
5

0
.
7
4
5

0
.
7
2
0

今
回

用
い

た
係

数
1
.
5
0

0
.
7
8
5

0
.
7
7
5

　
χ

d
'
：

発
電

機
過

度
リ

ア
ク

タ
ン

ス
　

η
Ｇ

：
発

電
機

効
率

2
.
2
0

0
.
8
1
0

0
.
8
0
0

0
.
1
1
～

0
.
2
5
 
 
(
標

準
:
0
.
2
0
)

0
.
8
5
～

0
.
9
5
 
 
 
 
(
標

準
:
0
.
9
0
)

3
.
7
0

0
.
8
3
5

0
.
8
0
0

今
回

用
い

た
係

数
5
.
5
0

0
.
8
5
0

0
.
8
0
0

　
α

：
負

荷
率

　
Ｋ

：
エ

ン
ジ

ン
過

負
荷

耐
量

7
.
5
0

0
.
8
6
0

0
.
8
0
5

0
.
5
～

1
.
0
 
 
 
 
(
標

準
:
1
.
0
0
)

0
.
8
5
～

1
.
2
0
 
 
1
1
5
k
V
A
以

下
:
1
.
1
0

1
1
.
0
0

0
.
8
7
0

0
.
8
1
0

今
回

用
い

た
係

数
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
2
5
k
V
A
以

上
:
0
.
9
0

1
5
.
0
0

0
.
8
8
0

0
.
8
1
5

　
Δ

Ⅴ
：

瞬
時

電
圧

降
下

1
8
.
5
0

0
.
8
9
0

0
.
8
2
0

0
.
2
5
～

0
.
3
0
 
 
(
標

準
:
0
.
3
0
)

　
Ｐ

Ｇ
：

発
電

機
容

量
2
2
.
0
0

0
.
8
9
5

0
.
8
2
0

今
回

用
い

た
係

数
3
0
.
0
0

0
.
9
0
0

0
.
8
2
5

　
β

：
電

動
機

出
力

1
k
W
当

た
り

の
始

動
k
V
A

　
Ｐ

Ｆ
Ｌ

：
各

負
荷

の
力

率
3
7
.
0
0

0
.
9
0
0

0
.
8
3
0

5
.
4
0
～

9
.
0
0
 
 
(
不

明
の

場
合

:
7
.
2
0
)

　
η

Ｌ
：

各
負

荷
の

効
率

備
考

・
所

見

計
算
担
当
者

㊞

k
W
以

上
必

要

＝
×

＝
<
Ｐ

Ｓ
>

＝
<
ｋ

Ｗ
>

×

定
格

出
力

(
k
W
)

今
回

用
い

た
係

数

負
荷

に
応

じ
て

明
細

に
記

載
今

回
用

い
た

係
数

今
回

用
い

た
係

数

計
算
担
当
会
社

今
回

用
い

た
係

数

今
回

用
い

た
係

数

能
力
計
算
を
担
当
し
た
業
者
名
、
担
当
者
名

の
記
載
、
お
よ
び
押
印
を
し
て
下
さ
い
。

 


